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要約：我が国は小児期発症インスリン依存型糖尿病（IDDM）の発症率が低いため、1 医療施設で

治療管理する症例が少ない。1998 年 3 月時の小児 IDDM を治療している全国の小児科 38 施設の

平均 HbA1c 値を比較したところ、6.2～10.3％に広く分布していた。また、当センターの 18 歳未

満発症 IDDM 患者 99 名の初回入院日数を調査したところ、糖尿病学会認定小児糖尿病専門医の存

在する県の施設の方が、また小児科入院の方が内科入院より日数が長い傾向もあった。しかし、い

ずれも平均 1.5 ヶ月であり、当センターの平均日数 14 日と比べて長かった。、小児 IDDM に熟知

することが、小児科医、内科医ともむずかしいことがわかる。この結果が DERI 斑の発表した小児

IDDM 死亡率の高値に繋がったと考えられる。ここに専門施設との連携が重要視される。

見出し語：小児 IDDM、HbA1c 値の施設格差、初回入院日数、

はじめに

小児期発症インスリン依存型糖尿病 (IDDM)

は小児科でも内科でも、他の疾患と比べて「手

がかかる」疾患である。しかしながら、糖尿病

は「手がかかる」疾患ゆえに血糖コントロール

が長期にわたって不良であると、様々な合併症

を併発してくる。合併症を発症してくると、さ

らに「手がかかる」疾患となる。患者 QOL は

悪化し、そして、合併症のないときには血糖コ

ントロールにだけ必要だった医療費が、合併症

の診療や介護等のために、漸増して必要になっ

てくる（1）。

「手がかかる」疾患でも合併症を発症しなけ

れば、患者 QOL はもとより、国民総医療費に

も多大な好影響をおよぼす。つまり、良好な血

糖コントロールの維持により合併症治療の費

用が削減されれば、医療費の効率的な使用につ

ながるだけでなく、将来の糖尿病医療費の伸び

を抑制することも可能となる。

現実は「手がかかる」疾患であることと、

IDDM の発症率が低いため 1 医療施設で治療管

理する症例が少ないために、小児 IDDM の治療

に熟知した小児科医、内科医が非常にすくない

。その結果は DERI 斑が発表した日本人小児期



発症 IDDM の死亡率の高値につながっている

（2）。合併症の頻度が世界各国と比べて高い

ことも容易に想像できる。

本年は小児 IDDM 治療に施設間格差がある

ことをあきらかにしたい。

1.　初回入院日数の調査 （3）

対象

　1993 年 4 月から 6 月に当センターを受診し

た 18 歳未満発症 IDDM 患児 99 名を対象とし

た。

方法

外来受診時に、糖尿病発症時期、当時の年齢、

入院先の地域と病院名、内科か小児科か、入院

期間（10 日以内、2 週間内、2 週間から 1 か月

内、1 か月から 3 か月内、4 か月以上）、点滴

していた期間（1 週間内、2 週間内、3 週間内

、4 週間以上）についてアンケート調査を行っ

た。初回入院先は、大学病院、国公立・町立病

院、私立病院、当センターの 4 群に分類した。

点滴していた期間は本人が答えられない場合

は家族に調査した。糖尿病学会認定小児科医の

現状は武田(4)の報告を参照した。

統計処理

　カテゴリー変数に対してχ 2　検定、パラメ

トリック連続変数に対して t 検定、ノンパラメ

トリック連続変数には Mann-Whitney U 検定を

用いた。いづれも p<0.05 を有意とした。

結果

発症年齢と入院日数

　対象 IDDM 患児の発症年齢は１歳から 18 歳

におよび、平均年齢は 11.2 歳であった。実際

に入院したのは、半数近くは 1986-1990 年に発

症して初期入院していた。

　発症年齢と初回入院日数との間には相関は

なく、年齢が低い程入院期間が長期化するとい

う傾向も認められなかった。

地域と初回入院日数

　初回入院した病院は関東甲信越地域が 66 名

、関東甲信越以外の対象患児は 33 名で、その

地域は北海道から沖縄に分布していた。

　入院先が糖尿病学会認定小児科医の存在す

る都道府県に所在していた症例は 84 名、存在

しない都道府県に所在していた症例は 15 名で

あった。この 2 群に分類した初回入院日数を表

１に示した。専門医の存在する都道府県より存

在しない都道府県のほうが、若干入院日数が多

い傾向にあったが有意ではなかった(χ 2=6.131,

p=0.1896)（図 1）。

小児科と内科の入院日数

　初回入院先が当センター以外の患児につい

て、初回入院先が小児科であるか、内科である

かによって入院日数が違うかを調べた (図 2) 。

小児科は 2 週間から 1 か月以内、1 から 3 か月

がともに 42.9%で多数を占めていた。内科は

57%が 2 週間から 1 か月以内、1 から 3 か月が

26%を占めた。1 か月以上の入院症例は小児科

が 45％、内科が 30％を占めた。

初回入院施設と初回入院日数

　次に、病院別の入院日数を検討した (図 3) 。

初回入院先は、大学病院 29％、国公立・町立病

院 31％、私立病院 22％、当センター 17％であ

った。大学病院は、2 週間から 1 か月以内が 45%

で最も多く、次に 1 から 3 か月が 41.4%であっ

た。国公立・町立病院は、2 週間から 1 か月以

内が 48.4%、1 から 3 か月が 35.5%、私立病院

では 2 週間から 1 か月以内が 50%を占め、1 か

ら 3 か月が 31.8%であった。このように 2 週間



から 1 か月以内が最も多く、次に 1 から 3 か月

が続き、4 か月以上に入院する患者も 3.4%から

4.5%存在した。一方、当センターでは、29.4%

が 10 日以内、29.4%が 2 週間以内、41.2%が 2

週間から 1 か月以内で、平均日数は 13.4 日と

ほぼ 2 週間であった。

点滴していた期間

点滴していた期間は 99 名中、1 週間内は 80

名、残り 19 名は 2 週間内だった。3 週間以上

点滴していた患者はいなかった。

2. HbA1c の施設間格差

方法

　小児インスリン治療研究会（世話人代表松浦

信夫北里大教授）に参加している全国 38 施設

は、1987 年 1 月 1 日～1988 年 12 月 31 日の間

に生まれた症例で、1995 年 12 月 31 日までに

発症した IDDM 症例を登録した。年 3 回 HbA1c

を集計しているが、登録時 HbA1c と最新の

HbA1c（1998 年 3 月）について、施設間差を

調査した。

結果

図 4 は 38 施設の登録時と 1998 年 3 月の

HbA1c 値である。この間にインスリン注射 3

回から 4 回法への変更とかαグルコシダーゼ阻

害剤併用などで、全施設とも登録時 HbA1c よ

り 1998 年 3 月時の HbA1c が良好化した。

表 1 は 1998 年 3 月時の HbA1c だけを表し

たものである。アルファベットの後の数字はそ

の施設の参加した人数をしめす。実に 6.2％を

先頭に 10.3％まで、平均 HbA1c のバラツキが

みられた。T66 は東京女子医科大学糖尿病セン

ターである。参加人数が多いから HbA1c 値が

悪いともいえず、参加人数が少ないから HbA1c

値が良いともいえなかった。このようなバラツ

キの原因を来年度に調査したい。

考察

当センターは年間 2700 名の新患患者が受診

する。1 センターで合併症の治療がすべてでき

るセンターのため、重症合併症を併発してから

、紹介されてくる患者も多い。このような新患

患者のなかで、年間約 20 人の 30 歳未満発症

IDDM 患者、30 歳未満発見 NIDDM 患者が初診

する。

全国から紹介される IDDM 患児の多い 4 から

6 月に初回入院日数をしらべた。入院日数は 10

日前後の施設がある一方、4 ヶ月以上の長期入

院のもとに、初回教育、治療をしている施設が

あることがわかった。糖尿病学会認定小児糖尿

病専門医がわずかゆえ、施設にこの専門医が存

在する県か否かで、分類してみた。存在する県

の方がいくぶん短い傾向はあったが、有意な差

異はみられなかった。

小児科か内科かで分類しても、小児科入院の

ほうがわずかに長い傾向があったが、有意な差

異ではなかった。今回示しはしなかったが、発

症年齢による相違もなかった。

当センターは約 14 日で初期教育、治療を終

了して、はやく学校に復帰することを目指した

入院を行っている。マンパワーの問題かもしれ

ないが、はやく学校にもどす努力を各施設にの

ぞむ。

施設間 HbA1c の差異をみても、内科に以降

したら、合併症が発症する可能性が高い HbA1c

の施設が大多数である。1％の HbA1c 上昇は 40

％の合併症の危険率の上昇につながる（5）。

来年度は施設間格差の起こる原因究明と専

門施設との連携を模索したい。
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